予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費　　　
	事業名　カワウ駆除対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農政課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2893）

　　　　　　　                        E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp  

１　事業費　　        　　　　 7,360千円（前年度予算額：5,098千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,098
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,098

	要求額
	7,360
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,360

	決定額
	5,251
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,251


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
カワウの食害に対して飛来地駆除、コロニー化防止の追い払い、繁殖抑制などの対策を行うことでカワウ生息数の増加を抑え、水産被害の軽減および河川生態系の保全を目的として本事業を実施する。
（２）事業内容

カワウに対する水産被害対策により被害の軽減及び河川生態系の保全

○補助事業

　　・漁協等が実施するカワウの飛来地駆除への支援（補助）

　○任意事業
　　・ねぐら、コロニー対策

　　　　ねぐらのコロニー化防止のための追い払いや繁殖抑制作業
  　新カワウ被害対策指針の策定

　　　　統一的なカワウ被害対策を進めるための指針を策定

　　新カワウ生息羽数一斉調査

　　　　県内に生息、飛来するカワウ羽数の調査
（３）県負担・補助率の考え方

県　10/10
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	4,400
	カワウ駆除活動への補助

	委託料
	2,481
	ねぐら対策、コロニー対策、カワウ生息羽数一斉調査

	旅費
	207
	カワウ被害対策指針策定等事務費

	需用費
	105
	　　　　　　　〃

	役務費
	25
	　　　　　　　〃

	その他
	142
	　　　　　　　〃

	合計
	7,360
	


	　決定額の考え方　

　要求内容を精査し、所要額を計上します。



４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

　ぎふ農業・農村基本計画においてカワウ被害対策の実施が記されている。
（２）国・他県の状況

平成１９年度　福島県、山梨県、栃木県でカワウ保護管理指針等の策定

滋賀森林管理署が伊崎国有林の森林管理におけるカワウ対策　方針を策定

平成２０年度　静岡県カワウ保護管理実施計画書を策定

平成２２年度　滋賀県特定鳥獣保護管理計画を策定

○上記指針等を策定し、県全域でのカワウ対策を実施している。
（３）後年度の財政負担

　○カワウ生息羽数一斉調査は県内のカワウ被害状況把握の基礎資料となるため、継続的な調査の実施が必要と考えられる。また、これら調査を基に対策指針の見直し等を必要に応じて行う。

（４）事業主体及びその妥当性
　○カワウは鳥類であることから広域的な対策が求められる。そのため、県が中心となって被害対策指針を策定し、それに基づき関係機関と連携して被害対策を実施する必要がある。

○県内全体のカワウ対策の方向性を示す指針の策定、その基礎資料となる県内の生息羽数調査、生息数の増加につながる繁殖地対策等は広域対策として県が事業主体として実施することが求められている。また、各河川における飛来地対策は関係機関（漁協等）がそれぞれ事業主体として実施すべきである。県は、それら取り組みを支援し、被害低減に結び付ける必要がある。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
県内のカワウ生息数の減少を図る。カワウのねぐら及びコロニーを１カ所に封じ込め、河川漁業への影響を減少させる。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	カワウ生息羽数
	1,569羽
（H20）
	2,253
（H22）
	1,020
（H23）
	1,565
（H24）
	900
（H26）
	57.4％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○補助事業

　・11漁協等から補助金の交付申請が出され、駆除事業が実施されている。
　○任意事業
　・ねぐら対策

　　　ねぐらのコロニー化防止のための追い払いを繁殖期直前（1～2月）に実施予定。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　○11漁協等の駆除事業により783羽の駆除が計画されており、カワウ生息数の減少が期待される。
○コロニー化が懸念されるねぐらを選定し、追い払いを実施する。

コロニー化を防止することでカワウ生息数の増加を防ぐことができる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	カワウの捕食量は500g/日といわれているため、現在の県内の生息羽数から単純計算すると286tの魚が捕食されていることになる。これは、平成24年の魚類の漁獲量705tの約40%に当たる。このため、県内に生息するカワウの羽数を減少させることが県全体の水産業振興にとって必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　生息羽数の増加は県外からの流入や繁殖によると考えられるため、飛来地での駆除、コロニー化防止、繁殖抑制は生息羽数の増加を効果的に抑制していると考えられる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　カワウの生息数を減少させるためには駆除と繁殖の抑制を同時並行的に実施する必要があり、本事業ではそれらの対策を体系的に行うことで効率的に成果を上げられると考えられる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　カワウの繁殖盛期が３～４月にあり、効果的、効率的な繁殖抑制作業を行うには年度末と年度当初に継続的な作業の実施が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

水産被害の軽減を図るためには生息数を低く抑制することが望まれており、駆除活動の継続が必要である。また、コロニーの増加を防ぐため、継続的な調査とコロニー化防止対策を実施する必要がある。


